
岡崎市監査委員公告第３号 

 

地方自治法（昭和22年法律第67号）第199条第14項の規定に基づき、岡崎市長から

措置を講じた旨の通知があったので、同項及び岡崎市監査基準第21条第１項の規定に

よりその内容を公表する。 

 

令和７年１月31日 

 

 

岡崎市監査委員 髙 橋 重 長 

同       石 川 真 司 

同       畑 尻 宣 長 

同       杉 浦 久 直 

 



措置の通知書 （特定非営利活動法人岡崎がくどうの会、こども部こども育成課） 

令和５年12月26日から 

監査期間 

岡崎市監査委員公告第13号関係分            令和６年５月31日まで 

監 査 結 果 措 置 状 況 

放課後児童健全育成事業費補

助金の実績報告において、次のと

おり不備な点が見受けられたた

め、市費補助金等に関する規則等

に準拠した適正な処理をされた

い。 

⑴ 開所日数の報告に一部誤り

があったため、補助金が過大に

交付されているものがあった。 

 

 

⑵ 補助対象期間外の事業に係

る経費を補助対象経費に含め

ているものがあった。 

 

 

 

⑶ 補助事業の収支報告につい

て、繰越金等の額に誤りがあっ

た。 

 

⑷ 補助事業の収支報告の様式

について、補助対象経費と補助

対象外経費が区別されていな

かった。 

 

 

 

 

 

 

 

⑴ 法人から令和４年度の実績について訂正報

告が提出されたため、57,000 円返還手続きを

行い、令和６年７月 29 日に返金されたことを

確認した。 

  

⑵ 例年３月に実績報告の手続きに関する注意

点等を事業者へ通知しているが、次回以降の

通知において、補助対象期間の徹底を追記す

ることとした。また、担当課においては複数

人で確認することとした。 
 

⑶ 法人から令和４年度の実績について訂正報

告が提出され、内容を確認した。また、担当

課においてはチェック項目の一つとした。 

 

⑷ 令和７年度交付申請から様式を変更し、補

助金充当額欄を補助対象経費欄に変更するこ

ととした。 

 


